
導入の背景
福島との県境から広がる広大な
行政区域をスムーズにサポートする
情報サービスの確立へ

　世界遺産に登録された「日光の社寺」（二荒
山神社、東照宮、輪王寺）や華厳の滝などの観
光名所で知られる栃木県日光市（以下同市）。
同市は、2006年3月に旧今市市、旧日光市、旧
藤原町、旧足尾町、旧栗山村の5市町村が合併
して、県土の約4分の1に及ぶ広大な“新”日光
市として再スタート。広大な区域内において

住民へのサービスを
円滑に行うため、
2009年より「情報
サービスプラット
フォーム構築事業」
に着手しています。
それは、「新しい日
光市として、一体感
をもって行政サービ
スを効率よく充実さ
せていくための施
策」であると、同市 
企画部 行革・情報推

進課 情報推進係 係長 久保吉幸氏は語ります。
　「旧栗山村や旧藤原町は福島県に接し、市庁
舎のあるここ今市本町からは、車での移動に
もかなりの時間を要します。また、そうした
遠隔地に高齢化集落も点在しています。地理
的な距離を克服し、住民の方々にしっかりと
行政サービスや、各種情報の提供などを図っ
ていくために、数年がかりでプロジェクトを
進めています。」

導入の経緯

　合併から6年、5市町村合併に備えて当時構
築・導入した情報系のシステムがサポート切
れを迎えることもあり、庁内の情報系システ
ムの刷新も同時に進行。同市では、このシス
テム刷新において、「従来からのさまざまな
課題を一度に解決する狙いがあった」と企画
部 行革・情報推進課 情報推進係 主査 八木澤
治氏は説明します。
　「従来は『グループウェアはこれがい
い』、『ファイルサーバはこれがいい』という
ように個別に調達していたのですが、合併後
に個々のシステムを精査してみると、個別の
用途で導入していた製品の『機能が重なって

2006年の合併により、行政区域が広大になっていた日光市では、長期的な視野に立ち、市としての「情報サービス」の在り方を検討するプロ
ジェクトに注力。合併時に構築した情報系システムが2010年にサポート切れを迎えることを契機として、情報システム基盤を整理統合し、「情
報サービスプラットフォーム」を刷新。従来と比べてサーバ台数を約1/3に削減し、オンプレミスとクラウドサービスを利用することで、円滑
な情報共有と効率的なシステム運用を実現しました。
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導入事例概要

複雑なシステムによる不安を解消したい システムを整理統合し、問題解決のレスポンス向上。複数ベンダーのミドル
ウェアをマイクロソフトに統一したことによる管理コストの削減

仮想化集約により、統合対象となるシステムに関して従来と比べ約1/3の
サーバ台数に削減、台数削減と性能向上により消費電力や運用費用の低減サーバ台数の削減により、コスト削減や省電力による環境保全への貢献を図りたい

いる』という無駄もありました。」
　そこで同市では、情報系のシステムを
Windows ServerやSharePoint Server、Exchange 
Serverなどのマイクロソフト製品で統一し、仮
想化によるサーバ集約や、製品間の連携や多機
能を活かしてシステム数を削減することを決
定。システムの構築から運用管理を依頼する
パートナー企業の選定には「マイクロソフトの
パートナープログラムに沿って『Gold コンピテ
ンシー』を認定されているか、マイクロソフト
の提供しているPremierサポートを活用して、
サポートを得ることを条件としました」と、同
企画部 行革・情報推進課 情報推進係 主事 福田
智史氏は語ります。
　久保氏は、「情報化推進委員会の検討班と
いうものを内部で組織し、2010年1月から4カ
月くらいかけ仕様作成、2010年5月にプロ
ポーザルという形で各社にプレゼンテーショ
ンを依頼。検討班で各社の提案内容を検討
し、採用したのは、株式会社富士通マーケ
ティング（以下富士通マーケティング）によ
る提案で、富士通製サーバPRIMERGY RX300
でした。」と語ります。

日光市役所
企画部 行革・情報推進課
情報推進係 係長 
久保 吉幸 氏
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日光市 様
情報システム基盤を整理統合し「情報サービスプラットフォーム」を刷新
仮想化集約により従来と比べてサーバ台数約 1/3に削減、運用効率向上に貢献
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事例カタログ　日光市様  [ブレードサーバ PRIMERGY + Hyper-V®, SharePoint®, Exchange]

システム概要
Hyper-Vによる仮想化集約で安定稼働

　2010年6月半ば、富士通マーケティングを
構築・運用のパートナーとして日光市の新情
報システム構築プロジェクトが本格的にス
タート。全庁約1,100台のPCをWindows XPか
らWindows　7へと移行させる作業をはじめ、
ポータルサイトの立ち上げ、メールサーバの
移行などすべての作業を、わずか3カ月半ほど
で終了させてしまうスピード構築を実現。同
年10月1日から利用を開始しました。
　さらに今回の情報系システム刷新において、
マイクロソフト製品の柔軟な拡張性などを有効
活用。従来は1製品1用途に限られてしまってい
た制約を脱し、1つの製品で複数のシステムを
実現できる性能の高さを活かすことで、庁内に
27個存在していた情報系システムを、16個に
まで削減（41%減）することに成功。
　さらに稼働時間の限られるシステムなどを選
定し、Windows Server 2008 R2 Hyper-V を活
用してサーバの仮想化を実施。約30台あった
サーバを、10台にまで集約しました。
　また、ポータルサイトとメールシステムに
は、SharePoint ServerとExchange Serverを活
用。オンプレミスとクラウドのSharePoint + 
Exchangeをハイブリッド活用し、庁外にいる職
員にも情報共有が図れるように計画しました。
庁内のスムーズな情報共有に役立てています。

導入ポイント

　富士通マーケティングでは、今回3.5カ月と
いう短期間で構築するため、グループウェア、
SharePoint,Exchangeを導入するチームと、
約1,100台のクライアントをWindows7に置き

換えるチームとに分け、併行して進めました。
　また、仮想化に関しては、仮想サーバ上で
教育用の仕組みをテスト的に作成し、イメー
ジを統一することに主眼を置きました。
　「我々としては、非常にスムーズに進めてい
ただけたと思います。クライアントの入替に
ついては、もともとWindows XPを使っており
ましたが、全てWindows 7のEnterpriseに移行
するため、一番苦労したのはそこのスケ
ジュール調整でした。双方でコミュニケー
ションをうまく取って進められたことが、今
回の短期間での導入成功の要因だと思いま
す。」と八木澤氏は語ります。

導入効果と今後の展望
運用管理負荷を低減、職員が本来
すべき業務に注力することを可能に

　同市の新情報系システムは、サービスインか
らまだ 1 年も経過していません。しかし、仮想
化によるサーバ集約による管理負荷の低減など
も併せて、運用管理にかかるコストは「約39%
は削減できた計算になる」と、久保氏は導入効
果について言及しています。
　「運用コストも削減されるとともに、狙い通
り、私たちの業務も効率化されています。富士
通製サーバPRIMERGYも安定的に稼働していま
す。おかげで今後の中長期的な情報サービスの
在り方や、そのためのシステムの企画作成な
ど、私たち本来の業務に注力できる時間が増え
ました。これは非常に大きなメリットです。」

災害に備えたデータ保全に、
クラウドサービスの活用も視野に

　同市では今年度（平成23年度）、「日光市第二

次電子自治体推進計画」の作成を進めています。
その中において、BCP （事業継続計画：Business 
Continuity Plan）も「非常に大きなテーマとなる
でしょう」と、久保氏は語ります。
　「東日本大震災では一部家屋の損壊などもあ
りましたが、市全体としてみれば他県ほどの被
害はありませんでした。しかし、観光産業など
への影響は否めません。市でも『がんばろう日
光』推進プロジェクトを立ち上げて、観光産業
などの支援に努めている最中です。そうした
中、今後何かあった際にも行政サービスが途切
れることなく、住民の方々の安全に寄与できる
ように業務の継続性を確保することは非常に重
要だと思っています。個人情報などのセンシ
ティブな情報は課題もありますが、庁内での情
報系など用途を区切り、クラウドサービスの活
用も有効だと感じます。現在はデータを庁内に
あるサーバに保存しているだけですが、今後は
遠隔地にデータを保存し、災害に対する備えと
することも選択肢として検討していきたいです
ね。」
　最後に久保氏は次にように締めくくります。
　「今回、情報系システムをマイクロソフト製
品に統一したことによって、万一障害が発生
した時にも問題解決に至るまでのステップが
短縮され、非常にスピーディーになったと感
じています。私たちの運用負荷も軽減され、
サーバ台数削減による消費電力量削減などの
はっきりとした成果も出ています。さらに、
親和性の高いテクノロジーを利したクラウド
サービスの活用も含め、将来にわたるシステ
ム活用の在り方が見えてきたのではないかな
と実感しています。」
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